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コーディネーターの紹介



コーディネーターの紹介

▍増永久仁郎 （マンション管理士）

▍橋本匡弘 （弁護士）

▍村上真理
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パネラーの紹介と
マンションの概要



ファミール東灘
壱番館

▍神戸市東灘区本庄町

▍築３４．５年

▍複合型

▍１１階建て

▍８７戸（うち店舗３戸）

パネラー：旗手 節人
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シンフォニー
西ノ京円町

▍京都市中京区円町

▍築２５年

▍複合型

▍７階建て

▍３９戸（うち店舗１戸）

パネラー：久保田 英和
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メゾンドヴィル
北堀江

▍大阪市西区北堀江３丁目

▍築３８年

▍複合型

▍１５階建て

▍９５戸（うち店舗３戸）

パネラー：岡村 良弘
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天保山
第五コーポ

▍大阪市港区築港

▍築４４年

▍団地型

▍１４階建て

▍６３４戸

パネラー：岡田 敏秀
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ストークマンション
内本町

▍大阪市中央区本町橋

▍築３９年

▍複合型

▍１４階建て

▍９１戸（うち店舗２戸）

パネラー：岡田 和義
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マンション管理と

マネジメント



マンション管理はマネジメントへ

昭和 平成 令和

マンション マネジメント

マンション管理適正化法

マンション管理の変遷

区分所有法の制定と改正

共同住宅として認識
第１次マンションブーム

“マンション”へ
多機能化
マンション管理センター B to Bの認識
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マンション管理の変遷

マンション管理はマネジメント

▍各所の英語表記

近年では行政やマンション学会でも管理 をマネジメントと認識され始めた

(公財) マンション管理センター

Condominium Management Center

標準管理規約

Standard Condominium Management Bylaws

マンション管理業協会

Condominium Management Companies Association

12



マンション管理組合の特徴

町内会と管理組合の違い

町内会 管理組合

役員の選任 抽選制、順番制 管理規約で規定

役 割 町内雑事の引き受け
マンション全体の

管理、運営

資 産 規 模
町内会費としての

徴収程度

長期的な積立では
数千万～数億円に

なることも

マンション管理というビジネス的な感覚が必要に
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マンション管理にまつわる

法律とトレンドについて



マ ン シ ョ ン ３ 法

区分所有法

管理規約

使用細則

管理組合の

民主的運営

マンション管理適正化法

マンション管理適正化指針

マンション管理士

管理会社・管理業務主任者

マンション管理

(マネジメント)

マンション建替円滑化法

マンション建替え

管理組合主導の

建替え事業

法 律

概 要

目 的

法律から見るマンション管理

マンション管理に関する法律は３つ
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マンションの経営管理

マンション管理はマネジメント

３つの管理

マンション管理センター通信
2021年1月号 ▼

▍維持管理

新築時の状態を維持するための管理

▍動的管理

現状を必要に応じて変更する管理

▍経営管理

必要な事業を経営する管理

マンション管理センターも経営的取組を推進

マネジメント の考え
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管理(コントロール)とマネジメントは全くの別物

マネジメントサイクル

▍管理

そのものの働きが十分に保てるように、全体にわたって気を
配り、取り仕切ること コントロール

▍マネジメント

一定の目的や成果を達成するために、経営資源を効果的かつ
効率的、継続的に活用する事 ベターの継続

管理職

マネージャー

PDCAサイクルの活用

最近はDCPA に変化も…
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マンション管理適正化法



マンション管理適正化法の目的

マンション管理の業務の見える化、コストの見える化

管理委託契約書や各種の委託業務・請負契約書の精査

（例）一括管理と分散管理

▍一括管理
管理組合は管理会社に管理業務を丸投げ
管理会社が修繕や保守業務を元請け

▍分散管理
管理組合が各業者に委託・請負契約を締結
マネジメントの活用？コンサルタントの利用？

事 務 管 理 業 務

管 理 員 業 務

日 常 清 掃 業 務

建物・設備点検業務

遠 隔 監 視 業 務

そ の 他
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４つの輪でマンション管理は構成されている

マンション管理適正化法の役割

区分所有法

マンション管理適正化法

マンション管理のスペシャリスト
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管理会社に依存する負のスパイラル

適正化法と管理委託契約

管理委託契約書を理解して

役割の明確化を

管理会社の
バックマージン

管理委託契約書
を読まずに契約

契約以上の
サービスを要求

管理会社の
負担が増大
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適正化法と管理委託契約

フルサービスからセルフサービスへ

▍マンションはホテルではない

ホテル並みのサービスに対価が必要なのは当たり前

自分たちの生活を自分たちでケアする必要がある

▍管理会社のサービスを購入？

管理のすべてを管理会社に任せる → 管理会社に支払うコストの増加

管理委託契約以上のサービスを要求 → バックマージンの発生
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適正化法と管理委託契約

分散管理で賢いマンション管理を

管理組合はマンション管理をフルサービス（例ホテル）と勘違いしている…

管理会社丸投げにしたい住民に注意喚起する適正化法 → Ｂto Ｂ

管理組合が変わらないといけない！

管理組合が変われば管理会社も変わる

「マンションは管理を買え」とは？

消 防 設 備

EV保守会社

貯水槽清掃

排水管洗浄

植 栽 業 者

そ の 他

管 理 会 社

個 別 契 約
管 理
組 合

マンション管理のカスタマイズ化
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管理組合の
運営課題と解決策



管理組合運営課題と解決策

昭和初期からつづく「輪番制」

▍輪番制の良し悪し

特定の区分所有者の負担を避け、区分所有者間の公平性を重視

マンション管理の無責任性・継続性の欠落により、衆愚性に陥りやすい

▍輪番制は第１次マンションブームの名残

第１次マンションブーム時に行政が区分所有者間の負担の公平性を指導

区分所有者が共通のリテラシーを保有、マンション管理を町内会運営と誤認識

日本に新しい西洋文明を根付かせる若いサラリーマンの意気込み
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管理組合運営課題と解決策

短い任期では限界がある

▍一年交代制の弊害

区分所有者の価値観やライフスタイル・ライフステージの多様化が協同理念を阻害

毎年交代する理事では継続性に欠け、結局は管理会社に丸投げする

素人理事ではビジネスパートナーとして管理会社や各種業者と対等に交渉できない

▍区分所有法３０条からみるマンション管理

建物や敷地の管理又は使用に関する区分所有者相互の事項は、規約で定めることができる

自分たちでの自治を容認

管理・使用についての自主的なルールとしての管理規約

搾取

私的自治の原則
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管理組合運営課題と解決策

専門委員会の設置

▍マンション管理の業務は多岐にわたる

マンションの分割管理をするとき、多くの業者と個別に契約するためには知識が必要

理事会のみですべてに対応すると業務が混乱してしまう

▍それぞれの分野を担当する専門委員会を設置

各セクションに関して担当する委員会を作り、業務を分散

管理に関する体系的な組織づくり、知識のある役員の育成

結果として、個人の負担の軽減につながる
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管理組合運営課題と解決策

マンション管理士の活用

▍エキスパートによるマンション管理

マンション管理士は管理全般に関するエキスパート

コストの最適化、安心を保証できる業者の紹介など

▍専門委員会とマンション管理士を組み合わせる

マンション管理士によるアドバイスを専門委員会が実践

理事会、専門委員会、マンション管理士による三位一体のマンション管理
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大規模修繕工事



大規模修繕工事の定義の明確化の必要性

マンションの修繕は３種類 マン管センターの考え方

▍経常的補修工事 予算案決議

管理費から支出する日常的な修繕
一般的に劣化程度が小さい小修繕・営繕工事が対象

▍計画修繕工事 修繕積立金の取崩し 普通決議

長期修繕計画に基づいて計画的に実施する修繕工事及び改修工事
建物や設備機器等を一定の時期(周期)に計画的に修繕していくこと

▍大規模改修工事 修繕積立金の取崩し 特別決議

建物の全体または複数の部位の大規模な改修工事
計画修繕工事

大規模改修工事

マンションの定期的な工事
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大規模改修工事

計画修繕工事

大規模修繕工事とは計画修繕工事

1年～10年目 10年～40年 40年以上

大規模修繕工事のイメージの払拭

経常的補修工事
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法律上の大規模修繕工事の定義 １

建築基準法では？

▍第2条14 大規模の修繕
建築物の主要構造部の一種以上について行う過半の修繕をいう

▍第6条 確認申請
上記大規模修繕については確認申請が必要

マンション管理業界で使用している「大規模修繕工事」と
建築基準法の「大規模修繕工事」は似て非なるもの
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法律上の大規模修繕工事の定義 ２

建築士法では？

▍第3条 大規模の修繕
左の各号に掲げる建築物を新築する場合においては、一級建築士でなければ、その設計又は工事監理を
してはならない（中略）延べ面積が千平方メートルをこえ、且つ、階数が二以上の建築物

▍第3条2
建築基準法第2条に規定する建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をする場合においては、
（中略）、一級建築士でなければ、その設計又は工事監理をしてはならない

マンションの大規模修繕工事の設計・工事監理には、１級建築士は不要である
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法律上の大規模修繕工事の定義 ３

標準管理規約では？

▍第４８条 議決事項
左次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければならない。

第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てる資金の借入れ及び修繕積立金の取崩し

▍第４７条3 総会の会議及び議事
建築３次の各号に掲げる事項に関する総会の議事は、前項にかかわらず、組合員総数の４分
の３以上及び議決権総数の４分の３以上で決する。

建物価格の２分の１を超える部分が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧

計画修繕工事
普通決議

特別決議
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計画修繕工事を行うために

計画修繕工事に１級建築士は不要

▍1級建築士
建築士法３条（建築基準法の大規模修繕工事は１級建築士でないと
設計又は工事監理ができない）

▍1級施工管理技士
建築業法２６条（施工計画、工程管理、品質管理、安全管理を担う
建築エンジニアで１級建築士と共に監理技術者になれる）

マンションの計画修繕工事に１級建築士は不要
１級施工管理技士で対応可能
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計画修繕工事を行うために

計画修繕工事のコンサルタントの役割

▍計画修繕にはコンサルタントを利用
専門性の高い管理や工事に関しては、コンサルタントを利用
修繕の必要性や計画の妥当性、修繕業者の選定など

▍必要以上にコンサルタントを利用しない
コンサルタントを利用する目的と範囲を明確にすることで
コンサル費用の削減につながる

コンサルタントは、計画修繕工事の仮設足場
あとには残らないものだから、過不足なく利用する
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大規模修繕工事の３つの方式

シナジー方式は低コスト＆プロポーザル工法

責任施工方式

設計監理方式

シナジー方式
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修繕
ゼネコンC

専門業者C

防
水
業
者
C

塗
料
業
者
C

足
場
業
者
C

そ

の

他

C

防
水
業
者
C

塗
料
業
者
C

足
場
業
者
C

そ

の

他

C

責任施工方式
管 理 組 合

業者選定 (修繕ゼネコンが主体となる)

修繕
ゼネコンＡ

修繕
ゼネコンＢ

① 見積依頼
② 施工業者の決定
③ 発注・契約

④ 調査・診断
⑤ 工事仕様、数量の確定
⑥ 施工と工事監理を実施

専門業者A 専門業者B

修繕
ゼネコンC

専門業者C

防
水
業
者
A

塗
料
業
者
A

足
場
業
者
A

そ

の

他

A

防
水
業
者
B

塗
料
業
者
B

足
場
業
者
B

そ

の

他

B
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修繕
ゼネコンC

設計監理方式
管 理 組 合

業者選定 (修繕ゼネコンが主体となる)

修繕
ゼネコンＡ

修繕
ゼネコンＢ

専門業者A 専門業者B 専門業者C

修繕
ゼネコンC

専門業者C

防
水
業
者
A

塗
料
業
者
A

足
場
業
者
A

そ

の

他

A

防
水
業
者
B

塗
料
業
者
B

足
場
業
者
B

そ

の

他

B

防
水
業
者
C

塗
料
業
者
C

足
場
業
者
C

そ

の

他

C

防
水
業
者
C

塗
料
業
者
C

足
場
業
者
C

そ

の

他

C

建 築 士

設計監理・工事監理
を委託

監理とは（監督管理）の略称

マネジメントは誰が行うか？
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シナジー方式
管 理 組 合

業者選定 (専門業者が対象)

専門業者A 専門業者B 専門業者C専門業者C

防
水
業
者
A

塗
料
業
者
A

足
場
業
者
A

そ

の

他

A

防
水
業
者
B

塗
料
業
者
B

足
場
業
者
B

そ

の

他

B

防
水
業
者
C

塗
料
業
者
C

足
場
業
者
C

そ

の

他

C

防
水
業
者
C

塗
料
業
者
C

足
場
業
者
C

そ

の

他

C

マンション管理士と建築士等の共同作業
マネジメントはマンション管理士
設計監理・工事監理は建築士など

マンション管理者協会

40



マンション保険について



武器になるマンション保険

マンション保険はマンション管理を熟知した代理店へ

▍管理会社
保険代理店登録はしているが、
フロント（募集人登録者）は損害保険の知識や事故処理の経験に乏しい

▍保険会社
マンション管理の実務経験がなく、管理規約やマンションの構造を知らない

マンションに詳しい保険代理店を活用する
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マンション管理業界の動向



適正化指針改正の意味

指針改正は区分所有者の自立を促す

▍国土交通省が「適正化指針」を改正、第１条４項を追加

さらに、マンションの状況によっては、外部の専門家が、管理組合の管理者等又は役員
に就任することも考えられるが、その場合には、マンションの区分所有者等が当該管理
者等又は役員の選任や業務の監視等を適正に行うとともに、監視・監督の強化のための
措置等を講じることにより適正な業務運営を担保することが重要である。

▍区分所有者による監視、監督体制を強調

住民の多様化に伴って「区分所有者自身による管理」の意識が低下

外部に任せきりにするのではなく、自分たちで管理、チェックする姿勢が重要

マンションの管理の適正化に関する指針
第1条4項
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業界の動向

管理会社が管理組合を評価する時代へ

2020年6月適正化法改正
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業界の動向

管理会社が管理組合を評価する時代へ

（一社）マンション管理業協会の動向
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業界の動向

マンション管理の実態を５段階で評価

▍170余りの項目を審査、Ｓ～Ｄの5段階で評価

管理組合の透明性や長期修繕計画の妥当性など、あらゆる項目を評価

物件情報サイトによっては、マンション管理評価を掲載することも

▍評価方法には懸念も…

管理組合を管理会社が評価 ⇒ 評価の中立性、修繕業者との結びつきに懸念

公平な第三者からの評価の必要性．．．マンション管理士の役割
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産経新聞
令和３年１月１９日

改革の経過について
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管理組合自立化の道



管理組合自立化へのロードマップ

６つのステップで自立化できる

STEP

1
STEP

2
STEP

3
STEP

4
STEP

5
STEP

6
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管理組合自立化へのロードマップ

６つのステップで自立化できる
STEP

1

輪番制の廃止 役員任期の延長
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管理組合自立化へのロードマップ

６つのステップで自立化できる
STEP

2

専門委員会の設置
マネジメントの実行部隊

役員の育成
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管理組合自立化へのロードマップ

６つのステップで自立化できる

大規模修繕工事の分析と見直し

STEP

3

▍経常的補修工事 管理費

▍計画修繕工事 修繕積立金 普通決議

▍大規模改修工事 修繕積立金 特別決議
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管理組合自立化へのロードマップ

６つのステップで自立化できる

管理会社依存体質からの脱却

STEP

4

54



６つのステップで自立化できる

管理組合

マンション管理者協会

コミュニティ代行業務

管理規約

遵守

独居老人

対策
域外の提供

不法行為の

駆逐

裁判外紛争

処理

マネジメント代行業務

マンション

保険

長期修繕計

画の見直し

管理委託契

約書の確認

収支バラン

スの確保

継続的なマ

ネジメント

管理組合自立化へのロードマップ

理事長代行方式の導入
収支バランスの確保

STEP

5
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管理組合自立化へのロードマップ

６つのステップで自立化できる
STEP

6

管理組合
管理会社

マンション

管理者協会

共創 の世界へ
共創のパートナー探し
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管理組合自立化への先人の教え

正しくやるのが重要ではない、正しいことをやるのが重要なのだ

マネジャーに必要な資質は真摯さ

Ｐ．Ｆ．ドラッカー

無責任な民主主義より、合理的な帝国主義がいい

稲葉清右ヱ門

ファナック創業者
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